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令和３年度 焼津市教育情報化推進コンサルティング業務 

プロポーザル実施要領 

 

１ 主旨 

本プロポーザル実施要領は、本市教育ICT端末の今後の利活用計画の策定に向けた

令和３年度焼津市教育情報化推進コンサルティング業務を委託するに当たり、企画

提案を求め、当該業務の最適な者を選定するための手続に関し必要な事項を定める

ものです。 

 

２ 業務概要 

（１）業務名称   令和３年度 焼津市教育情報化推進コンサルティング業務 

（２）業務内容   令和３年度 焼津市教育情報化推進コンサルティング業務委託仕 

様書のとおり 

（３）委託限度額   4,334,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

（４）事業の所管課 焼津市教育委員会学校教育課 学校教育担当（本庁舎６階） 

〒425－8502 静岡県焼津市本町二丁目16番32号 

TEL：054-625-8160 FAX：054－626－2188 

E‐mail：gakkokyouiku@city.yaizu.lg.jp 

 

３ 参加資格 

企画提案に応募できる者に必要な資格は、次のとおりとします。 

（１）法人格を有していること 

（２）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167 条の４の規定に該当しない者 

（３）会社更生法（平成14 年法律第154 号）に基づく更生手続き開始の申立てがな 

されていない者（更生手続き開始の決定を受けている者を除く） 

（４）民事再生法（平成11 年法律第225 号）に基づく再生手続き開始の申立てがな 

されていない者（再生手続き開始の決定を受けている者を除く） 

（５）破産法（平成16 年法律第75 号）に基づく破産手続き開始の申立てがなされて 

いない者 

（６）金融機関の取引停止処分がなされていない者 

（７）解散又は廃業した法人でない者 

（８）契約の履行に必要な法律の許可及び登録等を有している者 

（９）契約の履行に必要な法律で定める資格を有する者を配置できる者 

（10）本事業にかかる公募の日から契約締結の日までの間に、焼津市競争入札参加資 

格停止措置要綱（平成24 年焼津市告示第30 号）に基づく資格停止を受けてい 

ない者 

（11）法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納をしていない者 

（12）焼津市が課する税について滞納をしていない者 
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（13）次のいずれかに該当しない者 

ア 役員等（入札参加者が個人である場合にはその者を、入札参加者が法人であ 

る場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者

をいう。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に

関する法律（平成３年法律第77号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第

６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）である

と認められる者。 

イ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号にお

いて同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者。 

ウ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められる

者。 

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す 

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ていると認められる者。 

オ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると 

認められる者。 

（14）過去３年以内に、元請け※１として国又は地方公共団体等 ※２ が発注する同種 

の事業※３ の受託実績があること。 

   ※１元請け…共同提案による参加の場合はいずれか１事業者が該当すること。 

※２地方公共団体等…都道府県、市町村などの地方自治体をいう。 

※３同種の事業…GIGAスクール端末の活用計画策定、同セキュリティポリシー 

策定及び、GIGAスクール端末の利活用支援などの業務をいう。（端末整備 

業務は除く。） 

 

（15）１事業者を代表とする複数事業者による共同提案による参加も可能とするが、 

その場合は構成事業者が上記（１）～（１３）のすべてを満たし、且つ構成事業

者のうち1事業者が（１４）を満たさなければならない。 

また、市は代表者とのみ委託契約を行うため、その他の参加者については、代 

表者との委託契約（市との関係においては再委託に該当）により業務を行うこ 

と。その場合においては、本業務全体の進行管理及びとりまとめ等は代表者の責 

任において行うものとする。 

 

４ 提案要領等のスケジュール 

項目 時期 

（１）実施要領の閲覧・公告期間 11月 8日（月） 

（２）質問書の受付期間 11月 9日（火）～11月16日（火）午後５時必着 
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（３）質問書への回答 11月18日（木）午後５時までに回答 

（４）参加表明書の受付期間 11月 9日（火）～11月16日（火）午後５時必着 

（５）参加資格決定通知書の送付 11月18日（木）午後５時までに回答 

（６）企画提案書等の提出期限 11月24日（水）午後５時まで 

（７）企画者プレゼンテーション 11月26日（金） 

（８）審査結果通知 11月30日（火）午後５時まで 

（９）契約交渉期間 12月 1日（水）以降 

※都合によりスケジュールは変更となる場合があります。変更となる場合は、参加事業者に連絡します。 

 

５ 実施要領の閲覧期間及び閲覧場所 

（１）閲覧期間 令和３年11月 8日（月）～11月16日（火） 

※市役所閉庁日を除く午前９時から午後５時まで。ただし、正午から午後１時を除く。 

（２）閲覧場所 ２－（４）に同じ 

※焼津市ホームページからダウンロードすることもできます。 

６ 質問書の提出期限、提出場所及び方法 

（１）提出期限 11月16日(火)午後５時必着 

（２）提出書類 様式第６号「質問書」 

（３）提 出 先 ２－（４）のE-mailアドレス 

（４）提出方法 電子メール 

 

７ 質問への回答 

 令和３年11月18日（木）までに、参加表明をした全事業者に電子メールにより 

回答します。 

 

８ 参加表明にあたっての留意事項 

（１）実施要領の承諾 

参加表明書の提出をもって、本要領の記載内容を承諾したものとみなします。 

（２）費用の負担 

参加表明書等の提出に関する費用は、事業者の負担とします。 

（３）使用言語等 

提案に関して使用する言語は日本語とします。 

（４）提出書類の取り扱い 

提出された書類については変更できないものとし、参加資格決定通知書の内容 

に関わらず返却いたしません。 

（５）提供資料の取り扱い 

市から得た資料・情報等は取扱いに注意するとともに、無断で提案に係る検討 
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以外の目的で使用することを禁止します。 

 

（６）情報公開 

提出された書類は、焼津市情報公開条例に基づき、情報公開の対象となりま 

す。 

（７）追加資料の提出 

提出書類について、提出後の追加及び変更は認めません。ただし、市が参加資 

格の審査に必要と判断した場合は、追加の書類の提出を求める場合がありま 

す。 

 

９ 参加表明書等の提出期限、提出場所及び方法 

（１）提出期限：令和３年11月16日（火） 午後５時（必着） 

（２）提出場所：２－（４）に同じ 

（３）提出方法：持参または郵送（郵送の場合は提出期限必着を条件とする。） 

（４）提出書類：次に掲げる書類を提出してください。 

  ア 参加表明書（様式第１号） 

    ※共同提案の場合…様式第１－２号により提出すること。また、下記イ～キについて 

は、共同提案の団体ごと各１部を提出すること。 

  イ 会社概要（様式第２号）及び会社パンフレット 

  ウ 同種業務の事業実績（様式第３号） 

    ※後述する10－（３）及び17－（１）で審査を行うため、可能な限り受託実績を記載 

すること。 

  エ 法人・商業登記現在事項全部証明書又は履歴事項全部証明書（写し可。発行 

日より３カ月以内のもの。） 

  オ 財務諸表（写し可。賃借対照表、損益計算書及び株主（社員）資本等変動計 

算書。いずれも終了した直近の事業年度のもの。） 

  カ 納税証明書（写し可。法人税、消費税及び地方税について未納がないことを 

証明するもの。税務署様式その３又はその３の３。） 

キ 印鑑証明書（代表者印の印鑑証明書 発行日より３カ月以内のもの。） 

※なお、焼津市競争入札参加資格者の資格に関する要綱に基づき、有資格者名簿に登録 

をしている者については、上記エ～キを省略することができる。 

 

10 参加資格決定通知書 

 （１）市は、参加表明書等を提出した事業者に対し、その内容を精査し、令和３年 

11月18日（木）午後５時までに様式第４号「参加資格決定通知書」を電子メー 

ルにより通知します。 

 （２）参加資格がないと認められた事業者は、その理由について、通知を受けた日 

の翌日から起算して３日（祝日等を除く）以内に、書面により説明を求めるこ 
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とができます。市は説明を求めることができる最終日の翌日から起算して７日 

以内に書面により回答します。なお、期限後の質問は受け付けません。 

 （３）応募者数が５者以上の場合は参加表明書に添付された提出書類による審査 

（９－（４）ウによる。）を行い、上位３者のみで企画者プレゼンテーション 

を実施します。 

なお、応募者が５者未満でも、提出書類に不備等があった場合には失格とし 

ます。 

 

11 参加表明後の辞退 

 参加表明書提出後に参加を取りやめる場合は、様式第７号「令和３年度 焼津市教育 

情報化推進コンサルティング業務プロポーザル参加辞退届」を、令和３年11月24日

（水）午後５時までに、焼津市教育委員会学校教育課まで提出してください。 

 参加辞退は自由であり、辞退しても以後における不利益な扱いはありません。 

 

【これ以降は、参加資格を有する提案者の手続きです。】 

 

12 企画提案に当たっての留意事項 

（１）提案費用の負担 

提案に関する費用は、事業者の負担とします。 

（２）使用言語等 

企画提案書等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の 

標準時間及び計量法（平成４年法律第51 号）に定める単位によることとしま 

す。 

（３）提出書類の取り扱い 

提出された書類については変更出来ないものとし、採用、不採用に関わらず返 

却致しません。 

（４）提供資料の取り扱い 

市から得た資料・情報等は取扱いに注意するとともに、無断で提案に係る検討 

以外の目的で使用することを禁止します。 

（５）情報公開 

提出された書類は、焼津市情報公開条例に基づき、情報公開の対象となりま 

す。 

（６）追加資料の提出 

提出書類について、提出後の追加及び変更は認めません。ただし、市が審査に 

必要と判断した場合は、追加の書類の提出を求める場合があります。 

（７）その他 

ア 本要領等に定めるもののほか、提案にあたって必要な事項が生じた場合に 

は、提案者に通知します。 
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イ 企画提案書に記載された内容は、特に明記がない場合は、受注後に追加費 

用を伴わず実施する意向があるものとします。 

13 企画提案書等の提出期限、提出場所及び方法 

 10－（１）により参加資格決定通知を受けたものは企画提案書等を提出すること。 

（１）提出期限 令和３年11月24日（水）午後５時（必着） 

（２）提出場所 ２－（４）に同じ 

（３）提出方法 持参または郵送（郵送の場合は提出期限必着を条件とする） 

 

14 書類等の提出について 

 提出書類 説明 

① 企画提案書かがみ 様式第５号を使用すること。 

② 提案書 「15  企画提案書」の要領に従い作成すること。 

（１）表紙に①様式第５号「企画提案書」を使い②と一緒に紙製ファイルに綴じること。 
（２）企画提案書は代表者印を押印した正本を１部、正本を複写した副本を10部及び電 

子媒体（CD-R）１部を提出すること。 

 

15 企画提案書 

企画提案書は以下の構成とし、A４（縦及び横）20ページ以内（表紙含む）でまとめ

ること。 

章 項目 記載内容等 

第１章 
企画概要及

び把握 

① 業務に関する全体像の概要 

② 令和４年度の計画策定に向けて業務案及びス 

ケジュール案 

第２章 
業務詳細 

提案Ⅰ 

① 教育ICT利活用推進計画等の策定支援に関わる

業務について、方針、現状把握の方法、想定

業務及び行程等 

第３章 
業務詳細 

提案Ⅱ 

① 教育情報セキュリティポリシー策定支援に関

わる業務について、方針、現状把握の方法、

想定業務及び行程等 

第４章 業務遂行性 

① 実施体制及び役割分担、主たる技術者の本業

務の実施に必要な専門性 

② 業務全体及び各業務の実施行程とスケジュー

ル案 

第５章 その他 

① 事業効果をさらに高める、実現可能性の高い
追加提案や、本市にとって有益となる情報の

提供 

第６章 コスト ① 見積書及び明細書 
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16 提案者プレゼンテーションの実施 

企画提案書等の内容について、次のとおり提案者プレゼンテーションを行います。 

（１）実施日時 令和３年11月26日（金） ※詳細については別途通知します。 

（２）実施場所は別途通知します。 

（３）出席者は３名以内とします。 

（４）プレゼンテーションは、１者当たりの説明時間（質疑含め）を、おおむね

30分程度を予定しています。※詳細については別途通知します。 

なお、説明は、企画提案書等の記載内容を逸脱しないものとしてください。

プロジェクターの使用は可能です。提出した資料の説明用画面等として使用し

てください。パソコンは提案者側で用意してください。プロジェクターは市で

用意します。 

 

 

17 プロポーザル参加に際しての注意事項 

（１）失格又は無効 

以下のいずれかの事項に該当する場合は失格又は無効となることがあります。 

ア 本要領に定める手続き以外の手法により、関係者に対して、直接、間接を問

わず故意に接触を求めること。 

イ 他の提案者と応募提案の内容又はその意思について相談を行うこと。 

ウ 事業者選定終了までの間に、他の提案者に対して応募提案の内容を意図的に

開示すること。 

エ 企画提案書等に虚偽の記載を行うこと。 

オ 審査終了後に、参加資格を満たしていない事実が発覚した場合。 

カ その評価結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

（２）著作権・特許権等 

企画提案書等の内容に含まれる著作権、特許権、実用新案権、意匠権、商標権

その他日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事

業手法、維持管理手法等を用いた結果生じた事象に係る責任は、すべて提案者

が負うものとします。 

（３）複数提案の禁止 

提案者は、複数の企画提案書等の提出はできません。 

（４）提出書類の変更の禁止 

提出期限後の提出書類の変更、差し替え若しくは再提出は認めません。 

（５）その他 

参加申込書を提出した場合であっても、企画提案書等の提出がなされない場合 

は、辞退したものとします。 
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18 見積書作成に当たっての注意事項 

（１）見積金額は、委託期間中の本業務に係る費用の見込額とします。 

（２）通貨単位は円とします。 

（３）消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかに関わ

らず、見積もった金額に当該金額の100分の10に相当する額を加算した額を見積

書に記載してください。 

 

 

19 優先交渉権者の選定 

（１）本業務の受注者選考にあたっては、焼津市職員等で組織する選定委員会が、提

出された企画提案書等の書類及び提案価格を公平かつ客観的に評価し、優先交渉

権者を選定します。 

（２）評価については、選定委員会委員が、別表に指示した記載事項より評価点を採

点し、各委員の評価点合計の平均が最も高い提案者を第一優先交渉権者としま

す。 

（３）各委員の評価点合計の平均が最も高い提案者が２者以上あるときは、くじにて

優先交渉権者を決定します。なお、くじについての辞退はできないものとしま

す。 

（４）評価点の満点中、６割を最低基準点と定め、最低基準点に満たない提案は、優

先交渉権者選定の対象から除外します。 

（５）提案者が１者であっても、その提案の評価が最低基準点以上となった場合は優

先交渉権者として選定します。 

（６）選定結果については、以下のとおり電子メールにより通知します。 

ア 選定業者には、優先交渉権者に選定された旨の通知書を送付します。 

イ それ以外の業者には、不採用の通知を送付します。 

   

20 契約に関する条件 

（１）契約の交渉と契約 

優先交渉権者と契約交渉を行った上、合意が得られた時点で随意契約による契約

を行います。ただし、この交渉が不調に終わった時は、次の順位の提案者と同様の

交渉を行うこととし、以下同様とします。 

（２）費用の支払 

令和４年３月以降、仕様書に記載のすべての業務が完了したことを確認後に支

払事務を行います。 

 

21 その他 

（１）個人情報の保護 

本事業の受託者は、事業の実施に際し、個人情報の処理等を行う場合には、焼津

市個人情報保護条例に基づき、個人情報の漏えい、滅失及びき損に対する防止措置
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を行うこととします。 

（２）秘密保持 

本事業の受託者は、本事業において知り得た情報（周知の情報を除く。）を本事

業の目的以外に使用し、または第三者に開示もしくは漏えいしてはなりません。 

（３）再委託の禁止 

ア 本業務の受託者は、本業務の全部を第三者に委託することはできません。 

イ 本業務の一部を委託しようとする場合は、委託する業務、委託先等を記載し

た書類を本市に提出し、本市の承認を得なければなりません。 

（４）瑕疵担保責任 

本業務の完了検査後１年以内に本仕様書との不一致及び不備が発見された場合

は、無償で是正措置を行うこととします。 

（５）費用弁償 

本仕様書にて要求する資料等の作成等に要する全ての費用は、提出者の負担とし

ます。 
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別表「審査基準」 

 

章 項目 記載内容等（審査の視点） 評価点 

参加 

表明書 

事業実績 

(事務局評価) 

過去３年以内に、元請けとして国又は地方公

共団体等が発注する同種の事業の受託実績が

あるか 

10 

第１章 
企画概要及び

把握 

① 業務に関する全体像の概要が適切に把握で
きているか 

② 令和４年度の計画策定に向けて令和４年度
以降の適切な業務案及びスケジュール案が

提案されているか 

25 

第２章 
業務詳細提案

Ⅰ 

① 教育ICT利活用推進計画等の策定支援に関わ

る業務について、方針、現状把握方法、想

定業務及び行程等が適切に提案されている

か 

50 

第３章 
業務詳細提案

Ⅱ 

① 教育情報セキュリティポリシー策定支援に 

関わる業務について、方針、現状把握方法 

想定業務及び行程等が適切に提案されてい 

るか 

50 

第４章 業務遂行性 

① 実施体制及び役割分担、主たる技術者の本

業務の実施に必要な専門性 

② 業務全体及び各業務の実施行程とスケジュ 

ールが適切に計画されているか 

15 

第５章 その他 

① 事業効果をさらに高める、実現可能性の高
い追加提案や、本市にとって有益となる情

報の提供がされているか 

② 業務に対する意欲（プレゼンテーション時
の審査項目になります） 

10 

第６章 コスト ① 見積書及び明細書 40 

合計200点 


